
事務事業の概要・基本情報
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前回評価の振返り

令和 4 年度

事業活動への投入コスト・人員【インプット】

予算額・執行額及び財源内訳（千円） 事業費の内訳

R 4 実績 Ｒ 5 実績 R 6 実績 Ｒ 7 要求

R 4 実績 R 5 実績 R 6 実績 Ｒ 7 要求

事業活動の実績【アウトプット】 事業活動の成果【アウトカム】

※ 目指す方向性が「－」の指標は、「事業把握のための実数」が入力されています。

事務事業マネジメントシート

その他一部委託 指定管理 補助金・負担金等

本事業は、伊予地区ごみ処理施設管理組合（伊予市・松前町で構成）が運営する伊予地区清掃センターの設置・維持管理を対象とし、施設の運営に係る経費に

ついて、構成市町が負担割合に基づき負担金を支出している。また、令和10年度末の組合廃止に向け、広域化計画に基づく次期処理体制への移行準備を並行して

実施している。

事業内容

【 アクティビティ 】

根拠法令等 伊予地区ごみ処理施設管理組合規約、伊予地区ごみ処理施設管理組合の負担金の分賦割合に関する条例

予算科目

総合計画での

位置づけ

基本目標

基本施策

事業の実施方法

循環型社会構築に向けた環境づくり

令和 10 年度(予定)

担当責任者 向井 松田 松田

事務担当者

※　執行額＋人件費

1人工当たりの人件費単価

242,448

7,895

220,593

一般事務費、上記で書き表せないもの

指

標

②

ごみ搬入量（許可業者） ｔ ↘ 2,371

活

動
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219,803
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事業費の総計

上記以外の事業費合計
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伊予地区ごみ処理施設管理組合負担金

事務事業名 ごみ処理施設組合事業
会計区分

衛生費

詳細評価 簡易評価（事業の概要・結果のみ）評価の種別

251,100

具体的な内容、

どのような方法で

実施しているのか

最終判断

現状維持

直営 全部委託

当 初 予 算 301,402

貧困をなくそう ゴール７ エネルギーをみんなに そしてクリーンに

細節
事業費（千円）

事業番号 2300 事業区分

項           目

計

伊予地区ごみ処理施設管理組合（伊予地区清掃センター）

伊予地区における一般廃棄物の安定的かつ効率的な処理を図るため、伊予地区清掃センターの設置・管理及び運営に係る経費を負担し、地域住民の

生活環境の保全と持続可能な廃棄物管理体制の安定的な運用を支える。

事業の目的

【 ゴール 】

目指すべき姿を 簡潔に

対象

意図

評価年度

節

事業遂行に係る課題・改善点

⇒

課題解決に向けた具体的な方策等

関係する計画等
環境基本計画、循環型社会形成推進基本計画、廃棄物処理施設整備計画、えひめ環境基本計画、えひめ循環型社会推進計画、伊予市一般廃棄物処理基本

計画、松山ブロックごみ処理広域化基本計画

快適空間都市の創造

前年度から繰越

予 備 費 等

事業開始年度
17 年度

山本 山本 向井

設定なし

令和

事業終了年度

(予定)

219,803

※合併前からの継続事業は平成17年度と入力

令和 7 年度　】【　評価年度：

所管部署 環境政策課

シート入力

所属長名 久保 久保 久保

一般会計

政策的事業【義務】

負担金・補助及び交付金

ゴール17 パートナーシップで目標を達成しよう

平成

251,100219,803241,671159,598

ゴール６

摘　　要
※代表的なものを簡潔に

241,671

左記に対する対応状況

負担金 251,1000

0

159,598

⇒

ゴール３

ゴール10 人や国の不平等をなくそう ゴール16 平和と公正をすべての人に

ゴール１ 気候変動に具体的な対策を

ゴール２ 飢餓をゼロに ゴール８ 働きがいも経済成長も ゴール14 海の豊かさを守ろう

ゴール４ 質の高い教育をみんなに

ゴール13

産業と技術革新の基盤をつくろう ゴール15 陸の豊かさを守ろうすべての人に健康と福祉を ゴール９

指

標

④

ごみ搬入量（総量） ｔ － 8,612 7,002

安全な水とトイレを世界中に ゴール12 つくる責任つかう責任

本事業とSDGs

（持続可能な開発目標）

との関連性
ゴール５ ジェンダー平等を実現しよう ゴール11 住み続けられるまちづくりを

0

0

0

0

0

0

0

指

標

③

ごみ搬入量（持込） ｔ ↘ 879 234 205

Ｒ 5

指

標

①

ごみ搬入量（収集量） ｔ ↘ 5,362 5,149

実績

事業遂行に係る

工夫点・事業成果

正式な広域化に向け、関係市町と費用負担や運営ルールを整備する。住民や事業者、許可・委託業者に

対しては、処理体制の変更内容や今後の見通しを丁寧に周知し、理解と協力を促す。清掃センターは役

割縮小に応じた効率的な運用を行い、令和10年度の廃止に向けて段階的な移行を着実に進める。

課題解決に向けた

方策等

正式な広域化は未実施で、現在は暫定運用中のため、処理委託料が令和4年度比で年60,000千円～

82,000千円増加しており、短期的な財政負担が課題。また、伊予地区清掃センターの役割や運用の見

直し、広域化に伴う費用負担の公平性確保、運営ルールの明確化、住民への丁寧な情報提供も必要と

なっている。

令和5年に松山圏域の3市3町で広域化基本合意を締結し、現在は松山市の焼却施設での暫定処理を

実施。伊予地区清掃センターでは個人・事業者の直接搬入のみに限定し、段階的な縮小を進行。委託料

支出の適正管理と関係自治体との連携により、正式な広域化に向けた体制整備を着実に進めている。

事業遂行に係る

課題・改善点

実績 R 6 実績

4,958

6,754

1,619 1,591


